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２．令和２年度予算規模

【単位：千円】

増減額
（A-B）

前年度比
（％）

95,000 1.6

△ 51,870 △ 3.2

△ 44,220 △ 3.9

7,980 4.8

△ 2,344 △ 0.6

△ 8,197 △ 8.7

△ 3,400 △ 5.6

45,962 9.3

38,911 0.4

１．予算編成方針

1,092,000

令　　和　　２　　年　　度　　予　　算　　概　　要

94,500

　令和２年度予算編成につきましては、「令和２年度予算編成方針」及び「第５次総合振興計画前
期基本計画」に基づき、依然厳しい財政状況の中、総体的には財政健全化を目指した歳出削減に
努めた予算編成としました。
令和２年度においても、健康づくり事業を推進し、子育て支援としての学校給食の無償化事業、
こども医療費の18歳までの無料化事業を堅持します。
　生活環境面においては、社会資本整備総合交付金事業道路等工事や跨道橋・跨線橋定期点検
など道路橋りょう関連事業にも取り組んでまいります。
　さらに、農村地域防災減災事業や地上系防災行政無線施設再整備事業の実施など、『安全・安
心なまちづくり』のための諸政策を前進させて行きます。

1,602,400

水 道 事 業 企 業 会 計

一 般 会 計 5,855,000

360,656

　滑川町全体の予算規模

　　　　　９７億1245万9千円　（前年度比３８９１万１千円、0.4％の増）

浄化槽事業特別会計

1,136,220

下水道事業特別会計 363,000

60,300

国民健康保険特別会計

86,303農業集落排水事業特別会計

173,053

区 分

5,760,000

令和元年度
（B)

165,073

1,550,530

令和２年度
（A)

介 護 保 険 特 別 会 計

56,900

9,712,459合 計

後期高齢者医療特別会計

（１）一般会計の概要

　①一般会計の予算額　　　　   ５８億５５００万円　　（前年度比　9500万円、1.6％増）

538,017

　③財政調整基金の取崩額　　 　　　　　　　 　０千円    （前年度比　　△6７00万円、皆減）

　④地方債の発行額　　　　　　       　３億３０５０万円    （前年度比  3060万円、10.2％増）

492,055

9,673,548

　②投資的経費の予算額　　　  　１億１９１３万８千円    （前年度比  △1904万4千円、△13.8％減）
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【概要】

　　　・役場庁舎高圧受変電設備工事　　　

　　　・子育て支援センター改修工事　　　　

　　　・住宅用太陽光発電システム設置事業補助金

　　　・土地改良施設維持管理適正化事業負担金

　　　・上福田土地改良区事業補助金　　　　　　　　

　　　・公共施設等適正管理推進事業舗装修繕等工事　　　　　　

　　　・社会資本整備総合交付金事業道路等工事　　　　　　　　　　

　　　・比企広域市町村圏組合（斎場及び霊柩車事業）負担金

　　　・小川地区衛生組合塵芥処理費負担金　　　　　　　　

　　　・一般廃棄物収集運搬委託料　　　　　

　　　・比企広域消防組合常備消防負担金　　　　　　　　　　　

　　　・比企広域消防組合非常備消防負担金　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　期末手当　　　　　　　　　　　１９２８万４千円（R1臨時職員では支給なし。）

９０４２万円

③その他

　５７０万円

２７０９万７千円

　３０３万６千円

　　　　　　　　　　職員数　　　２３７人

　　　　　　　　　　管理職手当   　　  　    　　１０８３万６千円

①経常経費

　　　・職員人件費　　　１億8563万５千円増　（特別会計除く）

②投資的経費

　１６２万８千円

１０７７万７千円

　　　・扶助費　　　　　　　　　 ４６７２万７千円増

　　　・公債費　　　   　　　　　　△３８３１万円減

　　　　　　　　　　地域手当（6％）　　　　　　　２７６６万７千円

　　　　　　　　　　社会保険料　　　　　　　　　 ２５３５万２千円（R1社会保険料より１１６６万６千円増）

【増減要因】

　１５０万円

　　※令和２年度より実施の会計年度任用職員制度に伴う人件費は次のとおり。

　　　　　　　　　　職員数　　　１１０人

　　　　　　　　　　報酬及び費用弁償  　　１億４００９万３千円（R1臨時職員賃金より４２４７万５千円増）

１６００万円

３４５０万円

１億６１３８万８千円

　令和２年度の一般会計の予算規模は、５８億５５００万円で前年度の５７億６０００万円に比べ９５００
万円、率にして1.6％増の予算となりました。増額の要因としては、社会資本整備総合交付金事業
道路等工事、認定こども園等施設型給付費負担金、保育所保育実施委託料、私学助成幼稚園等
施設等利用給付費負担金の増などがありますが、農村地域防災減災事業等委託料や地方債元金
償還金は減額となっております。
　災害等に備えた健全財政維持のため、徹底した歳出削減により、財政調整基金からの繰り入れ
を行わない予算編成としました。

　８９０万８千円

２億９０５８万２千円
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３．一般会計予算の状況

（１）歳入予算の概要 【単位：千円】

予算額（A) 構成比 予算額（B) 構成比

3,012,105 51.4 2,978,885 51.7 33,220 1.1

90,554 1.5 88,549 1.5 2,005 2.3

2,788 0.1 3,814 0.1 △ 1,026 △ 26.9

12,792 0.2 14,488 0.2 △ 1,696 △ 11.7

5,745 0.1 10,679 0.2 △ 4,934 △ 46.2

39,131 0.7 0 0.0 39,131 皆増

391,594 6.7 362,000 6.3 29,594 8.2

67,713 1.2 70,076 1.2 △ 2,363 △ 3.4

37,429 0.6 34,184 0.6 3,245 9.5

34,660 0.6 32,347 0.6 2,313 7.2

276,331 4.7 285,519 4.9 △ 9,188 △ 3.2

2,680 0.1 3,059 0.1 △ 379 △ 12.4

75,607 1.3 121,735 2.1 △ 46,128 △ 37.9

48,198 0.8 68,357 1.2 △ 20,159 △ 29.5

797,993 13.6 737,718 12.8 60,275 8.2

469,372 8.0 406,209 7.0 63,163 15.5

15,283 0.3 15,863 0.3 △ 580 △ 3.7

30 0.0 23 0.0 7 30.4

0 0.0 67,000 1.2 △ 67,000 △ 100.0

100,000 1.7 120,000 2.1 △ 20,000 △ 16.7

44,495 0.8 39,595 0.7 4,900 12.4

330,500 5.6 299,900 5.2 30,600 10.2

5,855,000 100.0 5,760,000 100.0 95,000 1.6

町 税 ……

法人事業税交付金 ……

地 方 譲 与 税

諸 収 入

繰 越 金

使 用 料 及 び 手 数 料

財 産 収 入

寄 附 金

繰 入 金

【歳入の主な増減内容】

増減額
（A-B）

町 債

国 庫 支 出 金

利 子 割 交 付 金

町 税

分 担 金 及 び 負 担 金

合 計

令和２年度 令和元年度

　町民税では、納税義務者数の増加による個人町民税の増収や税率
改正による法人税割の減収を見込んでいます。固定資産税について
は、家屋の増により全体では増収を見込んでいます。また、軽自動車
税、町たばこ税も増収を見込んでいます。
　全体では前年度比３３２２万円の増額となりました。

区 分

県 支 出 金

株式等譲渡所得割交付金

配 当 割 交 付 金

交通安全対策特別交付金

地 方 特 例 交 付 金

前年度比
（％）

地 方 交 付 税

地 方 消 費 税 交 付 金

ゴルフ場利用税交付金

自動車取得税交付金

法 人 事 業 税 交 付 金

　地方法人課税偏在是正に伴う税率改正（平成３１年度地方税制改正）
により、県税である法人事業税の一部が町に交付されることとなりまし
た。県の試算をもとに、３９１３万１千円を見込んでいます。
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地方消費税交付金 ……

地 方 交 付 税 ……

分担金及び負担金 ……

国 庫 支 出 金 ……

県 支 出 金 ……

繰 入 金 ……

町 債 ……

【町税の内訳】 【単位：千円】

予算額（A) 構成比 予算額（B) 構成比

1,279,300 42.5 1,274,900 42.8 4,400 0.3

1,014,700 33.7 989,200 33.2 25,500 2.6

264,600 8.8 285,700 9.6 △ 21,100 △ 7.4

1,515,165 50.3 1,491,165 50.1 24,000 1.6

50,240 1.7 46,220 1.5 4,020 8.7

167,400 5.5 166,600 5.6 800 0.5

3,012,105 100.0 2,978,885 100.0 33,220 1.1

　地方交付税については、普通交付税について、地方税が増収となる
中、国の予算案が４０７３億円の増（前年度比２．５％）となっています。し
かし、町の税収の伸びや法人事業税交付金の創設による基準財政収
入額の増などを考慮し、令和元年度当初予算額より△４８４万円の減額
を見込み、２億８００万４千円の当初予算としています。

個 人

　保育の無償化と保育所保育委託にかかる子どものための教育・保育
給付交付金の増、認定こども園にかかる施設型給付費国庫負担金の
増、児童手当負担金の増などにより、総額で前年度比６０２７万５千円の
増、率にして８．２％の増額となりました。

令和元年度

町 民 税

固 定 資 産 税

法 人

　令和２年度は財政調整基金の取崩しを行わず、予算編成を行いまし
た。

増減額
（A-B）

軽 自 動 車 税

令和２年度

　国庫支出金同様、子どものための教育・保育給付交付金の増、施設
型給付費国庫負担金の増、児童手当負担金の増、そして国勢調査調
査区設定事務交付金の増などにより、総額で前年度比６３１６万３千円
の増、率にして１５．５％の増額となりました。

前年度比
（％）

　社会資本整備総合交付金事業債を９９０万円、公共施設等適正管理
推進事業債を１４４０万円、地方道路等整備事業債を４０２０万円、そし
て、緊急防災・減災事業債を６００万円借り入れるほか、臨時財政対策
債を２億６０００万円の借り入れを行います。

区 分

　地方消費税交付金については、令和元年１０月の消費増税を加味
し、３億９１５９万４千円を見込んでいます。

町 た ば こ 税

　令和元年１０月からの幼児教育無償化により、保育所入所児童保護
者負担金が４７１２万７千円減となりました。被災地の宮城県松島町への
職員派遣は令和元年度で終了し、新たに東松山市への派遣を行い、
埼玉県後期高齢者医療広域連合への派遣は継続します。

合 計
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①目的別分類 【単位：千円】

予算額（A) 構成比 予算額（B) 構成比

93,126 1.6 91,676 1.6 1,450 1.6

722,102 12.3 728,409 12.6 △ 6,307 △ 0.9

2,121,187 36.2 2,004,136 34.8 117,051 5.8

544,199 9.3 527,508 9.2 16,691 3.2

177 0.0 172 0.0 5 2.9

220,181 3.8 282,433 4.9 △ 62,252 △ 22.0

24,345 0.4 27,909 0.5 △ 3,564 △ 12.8

342,230 5.8 324,352 5.6 17,878 5.5

332,498 5.7 313,136 5.4 19,362 6.2

848,464 14.5 817,571 14.2 30,893 3.8

15 0.0 13 0.0 2 15.4

588,286 10.0 626,596 10.9 △ 38,310 △ 6.1

2,218 0.1 279 0.0 1,939 695.0

15,972 0.3 15,810 0.3 162 1.0

5,855,000 100.0 5,760,000 100.0 95,000 1.6

0

12

合 計

教 育 費

商 工 費

衛 生 費

前年度比
（％）

令和元年度
区 分

（２）歳出の概要

諸 支 出 金

消 防 費

農 林 水 産 業 費

労 働 費

増減額
（A-B）

令和２年度

議 会 費

公 債 費

民 生 費

災 害 復 旧 費

土 木 費

総 務 費

予 備 費

民生費,

2,121,187千円

教育費, 

848,464千円

総務費, 

722,102千円

公債費, 

588,286千円

衛生費, 

544,199千円

土木費, 

342,230千円

消防費,

332,498千円

農林水産業費,

220,181千円

その他, 

135,853千円

令和２年度款別歳出予算の状況
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議 会 費 ……

総 務 費 ……

民 生 費 ……

衛 生 費 ……

農林水産業費 ……

商 工 費 ……

土 木 費 ……

消 防 費 ……

教 育 費 ……

公 債 費 ……

【歳出の主な増減理由（目的別）】

　教育費では、認定こども園利用の増を受けた施設型給付費負担金の
２６７９万８千円増等により、前年度比３０８９万３千円、率にして３．８％の
増です。また、滑川幼稚園で預り保育を開始し、オリンピック・パラリン
ピック関連予算も計上しています。

　土木費では、町道４０２６号線（和泉船川）道路改良工事、町道１１６号
線（月輪上ノ山）測量設計等委託等を実施し、前年度比１７８７万８千
円、率にして５．５％の増となっています。また、滑川町橋梁長寿命化修
繕計画に基づき跨道橋・跨線橋の定期点検も行います。

　総務費では、役場庁舎高圧受変電設備工事の実施等による増もあり
ますが、令和元年度は県議会議員選挙、町議会議員選挙、参議院議
員選挙、県知事選挙の実施があったため、総額では前年度比△６３０
万７千円、率にして△０．９％の減です。
　令和元年度に引き続き、町勢要覧の作成、第５次滑川町総合振興計
画・後期基本計画の策定、滑川町公共施設個別施設計画の策定を行
います。
　令和２年度は国勢調査の実施年です。

　ため池耐震調査を含む農村地域防災減災事業等委託料の減により、
総額では前年度比△６２２５万２千円、率にして△２２．０％の減となって
います。

　企業誘致奨励金の減により、前年度比△３５６万４千円、率にして△１
２．８％の減です。

　小児肺炎球菌、ヒブワクチン、ロタワクチンを含んだ予防接種委託料
が５２２９万８千円、また妊婦健康診査業務委託料、健康づくり推進事業
費などの保健センターによる事業、そして一般廃棄物収集運搬委託料
や小川地区衛生組合塵芥処理費負担金などごみ収集関係の経費など
が計上されています。前年度比１６６９万１千円、率にして３．２％の増で
す。

　民生費では、児童手当費が１１７１万８千円、保育所保育実施委託料
が２４３３万１千円、放課後児童対策事業委託料が８４６万８千円、保育
所等給食費補助金が８８４万７千円の増額となっており、新規に家庭保
育室事業への補助も行います。全体では前年度比１億１７０５万１千円、
率にして５．８％の増額です。

　議会費では、新たに議会音声配信業務委託を実施し、期末手当の増
などにより、前年度比１４５万円の増、率にして１．６％の増です。

　比企広域消防組合常備消防費負担金、比企広域消防組合非常備消
防費負担金、そして新規である地上系防災行政無線施設再整備事業
負担金の増により、前年度比１９３６万２千円、率にして６．２％の増で
す。

　借入に係る元金償還金の５億５４１２万１千円及び利子分の３４１６万５
千円を見込んでいます。
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②性質別分類 【単位：千円】

予算額（A) 構成比 予算額（B) 構成比

1,165,940 19.9 1,005,566 17.5 160,374 15.9

1,030,289 17.6 1,197,520 20.8 △ 167,231 △ 14.0

14,849 0.3 19,729 0.3 △ 4,880 △ 24.7

1,317,893 22.5 1,271,166 22.1 46,727 3.7

1,119,419 19.1 1,022,535 17.7 96,884 9.5

119,125 2.0 138,169 2.4 △ 19,044 △ 13.8

36,128 0.6 60,102 1.0 △ 23,974 △ 39.9

82,997 1.4 78,067 1.4 4,930 6.3

13 0.0 13 0.0 0 0.0

588,286 10.0 626,596 10.9 △ 38,310 △ 6.1

2,127 0.1 188 0.0 1,939 1,031.4

1 0.0 1 0.0 0 0.0

481,086 8.2 462,707 8.0 18,379 4.0

15,972 0.3 15,810 0.3 162 1.0

5,855,000 100.0 5,760,000 100.0 95,000 1.6

人 件 費 ……

扶 助 費 ……

補 助 費 等 ……

普通建設事業費 ……

繰 出 金 ……

補 助 費 等

補 助 事 業

前年度比
（％）

令和２年度

維 持 補 修 費

人 件 費

繰 出 金

普 通 建 設 事 業 費

物 件 費

積 立 金

区 分

投 資 ・ 出 資 ・ 貸 付 金

扶 助 費

災 害 復 旧 事 業 費

合 計

単 独 事 業

令和元年度

　認定こども園等施設型給付費負担金、私学助成幼稚園等施設等利
用給付費負担金、小川地区衛生組合塵芥処理費負担金等が増額と
なったため、前年度より９６８８万４千円、率にして９．５％の増額です。

　月の輪小学校等ＰＦＩ事業経費（施設整備分）の終了、橋梁長寿命化
修繕工事の減等により、前年度比△１９０４万４千円、率にして△１３．
８％の減です。

予 備 費

　令和元年度までは臨時職員（賃金は「物件費」に分類される。）であっ
た職員が、令和２年度からは新制度により会計年度任用職員となりま
す。同職員の報酬・期末手当・社会保険料が人件費に分類されるように
なったため、前年度比１億６０３７万４千円、率にして１５．９％の増額で
す。

【歳出の主な増減理由（性質別）】

増減額
（A-B）

　児童手当費の１１７１万８千円増、保育所保育実施委託料の２４３３万１
千円増などにより、前年度比４６７２万７千円、率にして３．７％の増額で
す。

　国民健康保険特別会計７４７６万５千円、介護保険特別会計１億４５６
３万円、後期高齢者医療特別会計２８８７万８千円、下水道事業特別会
計１億１５００万円、農業集落排水事業特別会計６３００万円、浄化槽事
業特別会計１０００万円、水道会計へ消火栓設置工事負担金１２０万
円、土地開発基金へ利子分として９万１千円の繰出を計上しています。

公 債 費
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４．基金の状況 【単位：千円】

202,119 202,180

42,826 42,828

120,504 120,605

1,208 1,210

321 322

26,978 26,978

1,047 1,073

228,011 228,102

623,014 623,298

５．地方債等の状況

2,041,334 1,825,023

147,294 117,627

6,500 5,856

110,080 91,132

559,679 527,983

241,624 220,326

976,157 862,099

3,256,973 3,249,663

7,600 5,080

42,322 31,059

0 0

3,207,051 3,213,524

5,298,307 5,074,686

【単位：千円】

減 債 基 金

令和２年度末
残高見込額

02

積立見込額

財 政 調 整 基 金

臨時減収補てん債

農 林 水 産 業 債

0

普 通 債

総 務 債

令和２年度増減見込額

0

区　　　　　　　　分

0

起債発行見込額

そ の 他 の 町 債

0

114,058教 育 債

合　　　　　　計

令和元年度末
残高見込額

29,667

元金償還見込額

64,500土 木 債

財 源 対 策 債

253,527

554,121

267,310

減 税 補 て ん 債

0

臨 時 財 政 対 策 債 260,000

330,500地 方 債 計

消 防 債

11,263

260,000

0

27,298

0

6,000

2,520

91

2

令和２年度増減見込額

商 工 業 振 興 基 金

ま ち づ く り 応 援 基 金

取崩見込額

0土 地 開 発 基 金

公 共 施 設 整 備 基 金

学 校 施 設 整 備 基 金

令和元年度末
残高見込額

地 域 福 祉 基 金 1

0

区　　　　　　　　　　　　　分

96,196

18,948

284

0

61

0

0

70,500 286,811

0

0

0

101

0

民 生 債 0 644

令和２年度末
残高見込額

26
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（単位：千円） 担　当　課

【誰もが生涯安心して暮らせるまちづくり】

■ 妊婦健康診査業務委託料 15,932 健康づくり課

■ 予防接種委託料 52,298 健康づくり課

■ 検診・検査（健康診査事業）委託料 13,465 健康づくり課

■ 健康づくり団体補助金 1,648 健康づくり課

■ 養育医療費 5,500 健康づくり課

■ 早期不妊検査費補助金 100 健康づくり課

■ 早期不妊治療費補助金 500 健康づくり課

■ 車両リース料（福祉デマンド交通） 1,306 健康福祉課

■ 町社会福祉協議会補助金 32,056 健康福祉課

■ 子育て支援金 1,000 健康福祉課

新 ■ 子育てのための教育・保育給付費 2,136 健康福祉課

■ 児童手当費 382,038 健康福祉課

■ こども医療費 65,000 健康福祉課

■ 埼玉県地域子育て支援拠点事業費補助金 13,870 健康福祉課

■ 延長保育促進事業補助金 6,015 健康福祉課

■ 放課後児童対策事業委託料 79,207 健康福祉課

■ 保育所保育実施委託料 510,937 健康福祉課

■ 民間保育所運営改善費補助金 8,112 健康福祉課

■ ファミリー・サポート・センター事業委託料 905 健康福祉課

■ 保育所等給食費補助金 15,984 健康福祉課

新 ■ 家庭保育室事業補助金 8,910 健康福祉課

■ 障害児通所支援事業給付費負担金 20,000 健康福祉課

■ 障害福祉サービス介護給付費・訓練等給付費 215,827 健康福祉課

■ 自立支援医療費負担金 34,280 健康福祉課

新 ■ 障害者計画・障害福祉計画策定委託料 2,633 健康福祉課

■ 在宅重度心身障害者手当 8,100 健康福祉課

■ 重度心身障害者医療費 40,284 健康福祉課

■ 自動車燃料費助成事業給付費 3,700 健康福祉課

■ 敬老年金 10,025 健康福祉課

■ 老人福祉団体等(シルバー人材センター）活動費補助金 6,000 健康福祉課

■ 一世紀長寿祝金 2,390 健康福祉課

新 ■ 高齢者保健福祉計画・介護保険事業計画策定業務委託料 2,785 健康福祉課

■ 国民健康保険特別会計繰出金 74,765 町民保険課

■ 介護保険利用者負担額支給費 3,782 町民保険課

令和２年度予算の主な事業
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（単位：千円） 担　当　課

■ 介護保険特別会計繰出金 145,630 町民保険課

■ 後期高齢者医療広域連合市町村負担金 126,185 町民保険課

■ 後期高齢者医療特別会計繰出金 28,878 町民保険課

【豊かな心と文化を育むまちづくり】

■ 英語指導助手派遣委託料 13,000 教育委員会

新 ■ メール配信連携スマートフォン使用料 240 教育委員会

■ 認定こども園等施設型給付費負担金 33,528 教育委員会

■ プレハブ校舎等借上料（宮小） 23,847 教育委員会

■ 空調設備等借上料（宮小） 6,558 教育委員会

■ 空調設備等借上料（福小） 4,915 教育委員会

■ 空調設備等借上料（月小） 6,260 教育委員会

■ プレハブ校舎等借上料（滑中） 20,034 教育委員会

■ 空調設備等借上料（滑中） 6,558 教育委員会

■ 園児バス運転業務等委託料 11,204 教育委員会

■ 空調設備等借上料（幼稚園） 3,279 教育委員会

新 ■ 預かり保育事業 6,982 教育委員会

■ 小中学校PTA補助金 1,539 教育委員会

■ スポーツ協会補助金 3,750 教育委員会

新 ■ オリンピック・パラリンピック関連事業 1,262 教育委員会

■ 給食委託料 81,189 教育委員会

■ 給食用品費 92,545 教育委員会

■ 町外幼稚園及び町外小中学校等給食費補助金 4,099 教育委員会

【暮らしやすい快適なまちづくり】

■ 比企広域消防組合常備消防費負担金 290,582 総務政策課

■ 比企広域消防組合非常備消防費負担金 27,097 総務政策課

■ 防災メール配信システム業務委託料 660 総務政策課

新 ■ 地上系防災行政無線施設再整備事業負担金 6,000 総務政策課

新 ■ 防災行政無線保守点検委託料 3,259 総務政策課

■ 住宅用太陽光発電システム設置事業補助金 1,500 環　境　課

■ 一般廃棄物収集運搬委託料 90,420 環　境　課

■ 小川地区衛生組合塵芥処理費負担金 161,388 環　境　課

■ 小川地区衛生組合し尿処理費負担金 42,787 環　境　課

■ 下水道事業特別会計繰出金 115,000 環　境　課

■ 農業集落排水事業特別会計繰出金 63,000 環　境　課

■ 浄化槽事業特別会計繰出金 10,000 環　境　課
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（単位：千円） 担　当　課

■ 上福田土地改良区事業補助金 5,700 産業振興課

■ 農村地域防災減災事業等委託料 47,270 産業振興課

■ 交通安全施設新設工事 8,870 建　設　課

■ ＬＥＤ街路灯賃貸借料 8,567 建　設　課

■ 公共施設等適正管理推進事業舗装修繕等工事 16,000 建　設　課

新 ■ 町道１０２号線外（月輪大堀）測量設計等委託料 7,150 建　設　課

新 ■ 町道１１６号線（月輪上ノ山）測量設計等委託料 7,200 建　設　課

■ 町道４０２６号線（和泉船川）道路改良工事 10,000 建　設　課

■ 社会資本整備総合交付金事業道路等工事 34,500 建　設　課

新 ■ 跨道橋・跨線橋定期点検負担金 7,000 建　設　課

【特性を活かした活力ある産業のまちづくり】

■ 谷津の里運営管理委託料 1,772 産業振興課

■ 伊古の里運営管理委託料 3,465 産業振興課

■ 多面的機能支払交付金 10,954 産業振興課

■ 商工会補助金 6,347 産業振興課

■ 耐震・住宅リフォーム補助金 300 産業振興課

■ 企業誘致奨励金 5,504 産業振興課

■ 滑川まつり事業補助金 1,240 産業振興課

■ 森林公園年間パスポート券購入補助金 635 産業振興課

新 ■ 農地情報公開システム業務委託料 2,200 農業委員会

【町民との協働による自立可能なまちづくり】

新 ■ 議会音声配信業務委託料 744 議会事務局

新 ■ 航空写真撮影業務委託料 4,928 税　務　課

■ 行政バス運行業務委託料 3,000 総務政策課

■ 町勢要覧作成委託料 2,000 総務政策課

新 ■ 町プロモーションビデオ制作委託料 1,450 総務政策課

■ 第５次滑川町総合振興計画・後期基本計画策定委託料 6,500 総務政策課

■ 情報系ネットワークシステム機器等借上料 12,710 総務政策課

■ 婚活支援事業補助金 400 総務政策課

■ 婚活支援事業結婚支援員報奨金 100 総務政策課

新 ■ パートナーシッププラン作成業務委託料 2,413 総務政策課

■ コミュニティセンター運営管理委託料 18,850 総務政策課

■ 区長等報償 14,817 総務政策課

■ 滑川町公共施設個別施設計画策定業務委託料 8,000 総務政策課

新 ■ 役場庁舎高圧受変電設備工事 8,908 総務政策課
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引き上げ分の地方消費税収（社会保障財源分の地方消費税交付金は除く）又は地方消費税交付金
（社会保障財源化分）が充てられる社会保障４経費その他社会保障施策に要する経費

  (歳入)    ・地方消費税交付金（社会保障財源化分） 141,953 千円

  (歳出)    ・社会保障４経費その他社会保障施策に要する経費 2,117,509 千円

【社会保障４経費その他社会保障施策に要する経費】 単位（千円）

国庫支出金 県支出金 町  債 その他

引き上げ分の地
方消費税（社会保
障財源化分の市
町
村交付金）

その他

障害者福祉事業 338,298 140,207 93,776 0 0 15,374 88,941
高齢者福祉事業 60,373 0 331 0 0 8,849 51,193
児童福祉事業 1,168,143 535,456 235,013 0 58,285 50,021 289,368
母子福祉事業 11,048 1,526 1,526 0 0 1,178 6,818

小　　　　　計 1,577,862 677,189 330,646 0 58,285 75,423 436,319
国民健康保険事業 99,060 13,676 35,277 0 0 7,385 42,722
介護保険事業 173,026 5,619 2,809 0 239 24,224 140,135

小　　　　　計 272,086 19,295 38,086 0 239 31,609 182,857
高齢者医療事業 167,540 0 21,658 0 3,395 21,000 121,487
疾病予防対策事業 57,228 0 0 0 0 8,434 48,794
健康増進事業 4,329 0 50 0 0 631 3,648
医療に係る施策 38,464 0 315 0 5,201 4,856 28,092

小　　　　　計 267,561 0 22,023 0 8,596 34,921 202,021

2,117,509 696,484 390,755 0 67,120 141,953 821,197

社会保険

保健衛生

合　　　　　　　　　計

令和２年度予算

事業名 経費

財源内訳
特定財源 一般財源

社会福祉

-12-


